
東京大学社会科学研究所拡充改組計画

頭記文書の原文は 1967年度概算要求書κ添付されたものであるが，以下KはそれK増補を

加えた 1968年度の文書を数字のみ前者Kあわせて掲載した。左右P完成予定部門数はその後22

部門から 18部門(既設 17部門 )!f[縮小されてとんにちK至っている。

I 拡充改組を緊急K必要とする理由

l 社会科学研究所設置事由と現状

東京大学社会科学研究所は，その設置事由香K明示さ

れているよう trc， I社会科学K関する総合研究J，すな

わち，広〈世界各国，各地域の法律 ・政治 ・経済に関す

る資料を蒐集 ・調査し，厳密K科学的な方法に基づいて，

理論的走らびK実証的な比較研究を行うととを目的とし

て 19 4 6年 B月 24日の勅令第 394号「社会科学研

究所官制J(のち 19 4 9年 5月 31日の法律第 15 0 

号「国立学校設置法」第4条 )trcより，東京帝国大学に

附置されたものである。

社会科学研究所は，創設当初は 1<1部門(ほど念〈

2 0部門)よりなる計画iであったが，とりあえず， 5部

門(アメリカ並びK米州諸国，イギリス;l!i.びに自治領，

本邦公法，本邦内政，本邦経済産業)をもって発足し，

1 9 5 1年までtrc6部門(ゾグエト連邦並びK東欧諸

国，本邦財政金融，社会調査p 本邦私法，中国並びに朝

鮮，フランス並ひ:trc西欧-南欧諸国)を加えたが，その

後 15年 11部門のまま Kとどまり， 1 9 5 5年K至つ

てはじめて I部門(ドイツ)増設されたKすぎない。現

在，本研究所の構成は，本邦基礎研究部門 5，外国地域

研究部門 5，計 12部門である。

社会科学研究所は， 在がい間部門数が当初計画のほぼ

半数という制度上の不備Kもかかわらず，比較総合の社

会科学的地域研究を担当するわが国唯一の大学附置研究

所として，本研究所K与えられた重要な課題を学問的責

任をもって遂行しつつ，相応の顕著在学術的成果をあげ，

また大学院Kも積極的K関与して少壮研究者の養成につ

くすと共trc，社会科学の国際交流K多〈の貢献を果して

きた，という実績をもっている。

2 戦後Uてなける社会科学研究体制jの変化

とく K第2次世界大戦後，政治 -経済法律の領域K

なける国際諸関係がますます緊密化してきたため，欧米

一一 69

の主要諸国K品、いても，旧来の時代遅れの研究様式をあ

らため，新た在社会科学的「地域研究」体制を急速かっ

本格的K拡充整備するととが強〈要望され，かつ着々実

現されつつある，とのととは周知のととろである。わが

国Uてないても，外園地域研究部門を拡大強化し，専門的

基礎研究と外園地域研究との有機的な結合 ・協力関係を

通じてする比較総合研究体市Ijを整備確立するととが緊急

かっ切実在学問的要請となってh る， ζ のととは疑いの

余地がない。ζ うする ζとKよって始めて，国民が真K

必要とする諸外国地域についての基礎的な ・科学的K有

効左 知識を提供するととが出来るからである。 ζζK

社会科学研究所は，構想、をあらたKし.社会科学K関す

る全国的要請と全学的協力K基ついて，本研究所の拡充

改組を行うととになった。

@ 戦後主要欧米諸国Kなける「地域研究」の再検と

その振興

戦後，欧米の主要諸国Kむいては，国際政治情勢，社

会経済事情の急激な変化K当面して，大学にむける旧来

の「地域研究Jの在り方K対する深刻在反省とその改革

なよび拡充への要望が現われ，新しい地域研究が大規模

K実現されつつある。〔→大学Vてなける地域研究の現状

Kついては，イギリスの TheWorld of Learning 

1965-66 (London， 1965)がもっとも詳しい。在な，

アメリカの ResearchCenters Directory(2nd ed.， 

Detroit， 1965)，いわゆる後進国Kついての地域研究

Kついては，アメリカの AmericanInst i tutions 

and Organizations interested in Asia (New 

York， 1961)，なよび，フランスの Inventaire des 

organismes francais actifs dans le domaine 

du developpement(Paris， 1965)参照。〕

とのような戦後世界の情況K対応する「地域研究j研

究体制の改革は，いちはやくイギリスKないてとり上げ

られた。その場合，ハーパードやコロンピア大学の「地

域研究セ Y jl-Jが一典型とされているが，I地域研究」

Area Studyという場合，それぞれの外園地域の言語，

宗教，歴史，社会等を単K研究するというのでは在<， 



スラグ，アフリ カ，近東，アジア等を，その地域を基礎

Kないて，その地域K関するあらゆるととを総合的に研

究する，従ってその地域を中心k:，あらゆる専門分野の

諸科学がとのために動員される，そのような研究体制を

指すものと理解されている。 ζの意味からすれば，旧来の

イギリスの外園地域研究は，個々の専門分野からする孤

立介散的在，むしろ好事家的な研究であって，新しい真

の地域研究 AreaStudyの名K価し在い。とのような時

代遅れの地域研究の欠陥を指摘し，とれらを新しい研究

様式K再組織し，イギリスの大学での本格的在地域研究

体制を創出拡充すべきであるというのが， 1 9 " 7年の

スカーパラ伯を議長とする調査委員会の報告書('fhe 

Report of the Interdepartmental Commission 

of Inqui ry， presided over by the Earl of 

Sca rbo rough London， 19" 7 )，なよび，その後をう

けてイギリスなよび諸外国の研究事情を調査し，勧告し

た19 6 1年のへ-1'ー卿を議長とするいわゆるへ-1'

一報告書 (University Grants COl)1millee: Report 

of Sub-committee on Oriental， Slavonic， 

East European and African Studies， undeJ 

the chairmanship of Sir W. Hayter， London， 

1961)の主眼点であった。前者は，従来のイギリスの

大学十てなける地域研究がほとんど言語部門や古典研究に

限られていたととに対して，政治-経済 ・社会部門や現

代研究の振興の必要を強調し 5年内に計 19 5 (東洋

研究 10 0，アフリカ研究 50，スラグ研究"5 )の講

座を拡充整備(資金22万 50 0 0ポンド)するよう勧

告し，それKつづくへ-1'一報告書も，イギリスの大学

Uてなける東ヨーロァベ東南アジア，極東K関する地域

研究が，依然として言語 ・古典関係K限られている ζ と

を批判し，現代研究 ・非言語研究部門K関する地域研究

を強力K開発振興(5年間K差当り 30万ポ y ド投入)

すべきととを痛切K勧告している。

@本学Kなける社会科学的地域研究の拡充計画の

進展

とのような新たな地域研究の急速K増大する重要性K

し，東京大学言平議会K提出してその承認をえた。それは

当初，国際関係4，アメリカ関係地域 8，ヨーロァパ関

係、地域8，ソグェト関係地域8，計 28部門より在るグ

ローパノレな地域研究の構想であったが，文部省との交渉

中k:，さし当りアメリカ研究を中心とする 15部門の研

究所案K縮小し，評議会の議を経て 19 6 3年.6 4 

年度の概算要求を行った。その間，文部省との交渉過程

k: ;1;-\ハて，社会科学研究所は tlb.~史研究を行うという趣旨

で設置されたものであるから，当初国際問題研究所の目

的とする研究は社会科学研究所の拡充という線で実現す

るのが妥当であろう，という文部省側の見解が披涯され，

その ζともあって，その後，東京大学総合計画委員会は，

国際問題研究所案の今後の処理方法との関連十てないて社

会科学研究所拡充改組問題を取り上げる ζとKなり，

1 965年3月，関係各部局(法・経・文・教養の4学

部，東洋文化 ・社研の2研究所)の代表者から構成され

る専門委員会(r社会科学研究所拡充改組専門委員会J， 
委員長は法学部長)k:ζの問題を全学的見地から検討す

るととを委嘱した。

ζの社会科学研究所拡充改組専門委員会は， 1 9 6 7 

年度概算要求K聞に合う時限を定めたうえで，爾後毎回

総長出席のもとに，満 1年間 12回Kわたって開催され，

「社会科学研究所拡充改組計画Jを，ζれK関連する国
際問題研究所案ならびK関係諸部局の将来計画などを充

分K考慮し念がら，慎重に検討を重ねた結果，社会科学

研究所の外園地域研究部門の拡充強化を軌とする「社会

科学研究所拡充改組計画」を実現するととKよって，さ

きの国際問題研究所設置案で企画されたととろを大部分

充足しうるととを確認し，既K評議会で承認された国際

問題研究所案の継承，その肩替りの意味を含めて，との

社会科学研究所拡充改組計画を全学一致で強力K推進す

るととをきめ，総合計画委員会に報告してその承認をえ，

196 6年6月 28日評議会の議を経て， 1 9 6 7年度

κ概算要求を行うとととなった。試みにとれを国際問

題研究所の当初案と対照すれば，次表の如くである。

かんがみ，また，自然科学系講座の急速な婚設K対する H 拡充改組計画，その内容と特色

人文 ・社会科学系講座の異常在不均衡を是正するととを

配慮して，東京大学では，1 9 5 8年 5月以来，関係諸 l 拡充改組の基本構想

部局(法 ・文・経 ・教養の 4学部，東洋文化 ・社研の 2 r社会科学研究所拡充改組計画jは，と(k:地妓研究
研究所なよびアメリカ研究セミナー委員会)の代表者か 部門の拡充を軸とする社会科学研究体制の機能的・本格

ら構成される専門委員会(r国際問題研究所K関する委 的左編成替えKよる改組を内容とするものであり，国立

員会J.委員長は法学部長)が 20数固にわたって開催 大学附置研究所としての適正規模を充分考慮、し，東京大

され，熱心な審議を重ねた結果， r地域研究jを目的と 学総合計画委員会社会科学研究所拡充改組専門委員会の

する「国際問題研究所J(仮称)の新たな設置案を作成 周到な検討K基づいたうえで，基礎研究部門 2，地域研
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国際問題研究所案と社会科学研究所拡充改組計画との対照表

東京大学社会科学研'究所拡充改組計画

国際問題研究所の檎成品、よび音11門数

( 1 9 6 0年当初案一一 28部門)

第 1部 1 1 世
トー 2 世

国際関係の研究 -----i
ト-3 国

( 4部門
L-.4 国

第 2部

アメリカ晶、よび

関係地域の研究

( 8部門)

第 3部

ヨーロ γパ品、よび

関係地域の研究

( 8部門)

第4部

ソグエァト連邦

なよび関係地域

の研究

( 8部門)

界

界

際

際

政

経

機

社

治一一一一一一一 1 世

済一一一一一一 2 世

構

会

1 アメリカの政治 l一一一一一一 1

2 アメリカの政治 2 一一一一一一 2

3 アメ リカの経済 l一一一一一一一3

4 アメリカの経済 2 

5 アメリカの社会・文化 一一一一一 4

6. アメリカなよびラテン・

アメリカの人文地理 -歴史

7. ラテ/'アメリカの政治

8 ラテン・アメリカの経済

l ヨー ロァパの政治 lてご一一つ7'1. 

2 ヨーロァパの政治 2. '""'"ニーーミ~ 2 

3 ヨーロァ パの経済 1. 3 

4 ヨー ロァパの経済 2一一一一一 4

5. ヨーロァパの社会・文化

6. アラブ ・アフリカ地域の政治

7. アラブ・アフリカ地域の経済

8 アラブ・アフリカ地域の文化

-人文地理・歴史

1. ;1 グエッ トの政治

2. ソグエットの外交

3 ソグエットの経済 1

4 ソグエッ卜の経済 2

5. ソグエァトの社会 ・文化

6 ソグエァトbよび東欧の

人文地理 ・歴史

7 東ヨーロッパの政治

8. 東ヨーロッパの経済
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社会科学研究所拡充改組計画

( I 9 6 7年度概算要求，外国地域研究

部門数一一 14部門)

界

界

治一一「国際関係

済一一--.l ( 2部門)

政

経

メ

メ

メ

7

7

7

 

リカ圏法律一一「

リカ閤政治一一--1
|アメリカ関

リカ園経済一一→
1 ( 4部門)

リカ圏社会一一」アメ

ヨーロ γ パ圏法律一一「

ヨーロァパ圏政治一一ーイヨーロァパ圏

ヨーロッ パ圏経済第一一一-1 ( 4部門)
〔イギ リス

ヨーロッパ圏経済第二
〔大 陸〕 一一一

1. 社会主義図法律一ー「

2. t士会主義国政治一一→社会主義圏

3 社会主義圏経済第一一一-1(4部門)
〔ソ連東欧

4 社今朝経済ゑ二 」



究部門 8，客員部門 4，資料部門 1の新設を 3年計画で Kないて有機的に協力結合してゆ〈ととが不可欠の条件

実現しようとするものである。とれが完成した場合Kは， である。との両者は，本来，社会科学K関する総合的研

研究部門K関しては，基礎研究部門8，地域研究部門14， 究Vてないて相互補完的な関係K立つからであり，先K引

計 22部門(うち既設なよび娠替え 12部門)と在り， 合K出した戦後イギリスになける地域研究体制改革 ・拡

その外，客員部門 4，附属施設としての社会科学資料セ 充の基線も，まさKとの点K関するものである。社会科

y 声ーが加わる ζ とKなる。 学研究所になける基礎研究部門と外国地域研究部門との

拡充改組計画の主たる目的は，戦後ますます緊密かつ 並存なよび協力を基盤とする総合研究体制は，世界にほ

複雑化して〈る国際関係、K対応し，また，それKともな とんど類例のないものであり，との点については，最近

ってすすめられてきた欧米諸国Kなける地域研究の再編 来日した欧米のすぐれた地域研究者のうちから本研究所

成と大規模な拡充強化Kかんがみ，国際問題研究所案の のζのよう念すぐれた構成K深い関心が払われ，また，

基本線を継承する意味で，とく K本研究所の外園地域研 地技研究は専門科学的基礎研究との協力を制度的に保障

究部門を再編拡充して， しかも，地域研究が単純な趣味 されるとと Kよってはじめて学問的K有効在成果をあげ

的志向での地域研究(i(終らないためi'L，専門的基礎研 るととができる，という強い反省が欧米でも現われつつ

究と外園地域研究との機能的な協力関係を強化し，不断 あるという事実K留意すべきである。

の相互補完的な比較総合体制を確立して，日本Kなける 〔→例えば， I東洋学と社会学との結婚jの必要性を

本絡的な社会科学的地域研究の遂行を保障しうるような 強調し，さもなければ「地域研究」は「二 ・三流の学者

構成Vてあらためる ζ とKある。すなわち， の掃き溜めJi'Lなってしまうと嘆じているオックスフォ

1 )現在の外園地域研究 6部門を 14部門K増加し， ードのす ぐれた東洋学者の立言K注意されたい (J-j.A. 

従来の国別部門編成を解き，現在の国際情勢なよび学 R. Gibb， Area Sludy Reconsiderred， London 

界動向K対応しうるよう，ヨーロ ッパ圏，アメリカ圏 Universily，1963)) 

社会主義圏なよび国際関係の4つK再編包括される。 との目的をはたすためKは，本研究所の基礎研究部門

それぞれの地域圏内の法律・政治名、ょび経済の共同研 は，次のように拡充改組される必要がある。

究は弾力的 集中的K遂行され，さらK世界政治・世 1 )法律 ・政治関係部門Kないては，従来の公法，私

界経済K統合されてゆく比較総合研究体制を整備する。 法の 2 部門のタ~i'L ， 現在， 公法と私法との双方i'Lまたが

2)外園地域研究部門の拡充K対応して，かつ，と る法体系としてその重要性を増しつつある「社会法」を

れと内面的 ・有機的関連Kないて，基礎研究部門を強 研究対象とする l部門を新設する。

化するととが不可欠である。具体的Kは，基礎研究部 2)経済関係部門K名、いては，従来工業と農業の二大

門を現在の6部門から 8部門K拡充改組するととが必 生産部門を「経済産業lという l部門K包摂するととを

要となってくる。専門科学的在基礎研究との結合 ・協 余儀なくされていたが，とれをそれぞれ独立させて「工

力なしKは，外園地域の研究も特定地域の単なる百科 業J:J;>よび「農業jの2部門とする。他方，産業となら

辞典的知識の集積Kすぎなくなり，真K有効な社会科 んでとく K重要な研究対象でありながら，従来補充され

学の総合的比較研究を達成する ζ とが出来ないからで ないまま Kなっていた「労働」について. I社会調査」

ある。 部門を振替え，独立の 1部門を新設する。在な，現在本

3)客員部門事、よび資料部門の新設もとの拡充改組 研究所tてなかれている「社会調査」部門は，日本社会の

計画の特色である。 社会科学の流動研究なよぴ国際協 実態調査とその理論的分析を重要視する本研究所の研究

力のための客員部門の新設と社会科学資料文献センタ 活動Kとって推進的役割りを果してきたが，本拡充改組

ーの創設と Kよって，本研究の特色である比較総合の 計画が実現される場合には， I社会調査j部門は新設の

共同研究またはプロジェク ト研究を本格化 し，研究体 「社会法」部門なよび振替えの「労働」部門K発展的K

制として効率化してゆ 〈ととが可能となり，必然とな 吸収される。以上の拡充改組の結果，基礎研究部門は，

るからである。 法律 ・政治関係4部門(公法，私法，社会法令よび政治)， 

経済関係 4部門(農業，工業，財政金融なよび労働)と

2 拡充改組の大綱，その部門構成 なる。

@基礎研究部門 @ 地域研究部門

社会科学的地域研究を有効的K行うためtては，地域研 戦後K色、ける国際諸関係、の複雑多様化と同時i'L.その

究部門が一定規模の基礎研究部門と同ーの研究所の内部 内
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応する研究体制lを整備拡充するととの必要から，外国地

域研究部門を大幅K増設し，再編する。

1 )地域研究部門Uてないては，特定地域の法律・政治

・経済について，最新の直接資料K基づいて研究を行う

と共vr.，社会科学の水準をたかめ，かつ，確保する。と

れらの地域研究部門は，従来の各国別 6部門(1 部門に

つき法律政治専攻 1人，経済専攻 l人)の体制を改め，

より弾力性をもたせて，かつ研究者を集中的K充当する

ためvr. . ほぽ同質的 ~まとまり をも っヨ ーロ ッパ圏， ア

メリカ留品、よび社会主義圏の三大領主主Kついてそれぞれ

4部門，合計 12部門K拡充改組する。法律 -政治・経

済の各学問分野Kなける最近の急速な専門分化の傾向を

考慮すれば，上記の拡充は，最少限の必要であるという

べきであろう。ヨーロッパ図関係官11門については，既設

の3部門(イギリス， ブラ Y ス， ドイ γそれぞれ 1部門，

法律・政治専攻 3人経済専攻3人)を，西欧諸国の社

会科学研究Kないて占める顕著な役割Kかんがみ，法律，

政治それぞれ 1，経済2計4部門K振替増設する。すな

わち，アメリカ圏Kついては，現在のl部門をアメリカ

合衆国と日本のと<vr.密接な政治的経済的社会関係の重

要性にかんがみ，法律・政治・経済-社会の 4部門K拡

充する。社会主義圏は，わが国と全〈異った政治体制名、

よび社会経済構造を有 し，比較研究の重要な対象である

とともに日本K隣接している中Y両国が国際社会tてな

いて占めるその地位の増大する重要性Kかんがみ，既設

2音11門を4部門K拡充する。

2)現在ますます重要かつ緊急な研究対象となりつつ

ある「世界政治Jなよび「世界経済Jvr.関する部門をそ
れぞれ 1部門づっ新設する。との 2部門vr.ないては，国

際ぜ会の経済構造会よび政治過程を包括的K研究すると

とによって全体としての有機的連関=現代世界の構造を

解明し，比較総合の研究体制を統合する。。客員部門
社会科学研究所け，その設置車白書の冒頭K明記して

いるように，世界各国の法律 ・政治 ・経済の制度なよび

事情K関して，比較総合研究を行うととを目的として創

設されたものであり，それは，戦後のあらたな世界情勢

とそれKともなう欧米諸国Kなける研究体制lの全面的在

更新K対応して，日本K令ける旧来の狭附な研究様式を

根本的K改変しようと志向したものである。

従来日本Kないては，怯律学，政治学むよび経済学が

孤立し，たがいK無関係のままで発達してきたが，と〈

に戦後になってから， とれらの諸科学は，研究方法のう

えからいっても，また研究対象の点から見ても，相互K

協力しつつ，総合研究を行うとと Kよってはじめて社会

東京大学社会科学研究所鉱充改組計画

科学としての進歩が期待されるよう K在ってきた。本研

究所は，所員の個人研究を必ずしも軽視じないが，ひろ

く他学部なよひ・他大学の研究者の参加と協力をえて，も

っとも重要な設定課題の比較総合研究あるいはプロジェ

クト共同研究に従事するととをその特色としている。

次vr.，本研究所のいま一つの特色は，外園地域研究部

門と基礎研究部門とが密接かっ有機的に組み合わされて

いる ζ とであり， ζのような研究体制そのものから，社

会科学Kなける国際的協力の必然、性が明らかになるであ

ろう。 社会科学の発展も国際的協力なよび交流Kよって

はじめて本格的となり，日本の学問の世界的水準を確保

しうるよう Kなるととはいうまでもない。本研究所員の

みでなく，ひろく世界各国のすぐれた研究者の参加をえ

て，世界の重要な問題を比較総合研究の課題として設定

し，一定期間国際的共同研究を行う ζとは，社会科学の

進歩Kとってもっとも必要在 ζ とであり，本研究所は，

創設以来数十人の外国人研究員を受け入れて共同研究を

行った実績をもっている。

以上の理由から，本研究所は，その特色である比較総

合のプロジェク卜共同研究を効果的 ・本格的に遂行して

ゆくため，本研究所の本来の研究部門のほかvr.，国の内

外の客員研究員 (教授ま たは助教授相当のもの)を一定

期間招致して行う社会科学の流動研究なよび国際協力の

ため客員部門 4の新設を要望したい。との客員部門は，

一定数の常勤の助手，研究補助者なよび事務員のほか，

音s門研究費 ・研究旅費をもっ。客員研究員の任期は，固

定的なものではな<.本研究所の設定するプロジェクト

研究の具体的必要Kよる流動的な性格のもので在ければ

ならない。

@ 社会科学資料文献センター(附属研究施設 )

創設当初，本研究所K課せられたもっとも重要な任務

の一つは， I世界各国の法律・政治・経済K関する正確

な資料を組織的系統的K蒐集するjζ とであり，ζのと

とは，現在各部門毎K部分的 経過的陀遂行されてきた。

しかし，とれを全体として体系的・学問的に処理してゆ

くためKは， ドキュメンテ γ ョy 専門の研究員，助手，

研究補助者，事務職員の多数の協力によらなければ不可

能である。との意味で，本研究所は，創立当初から資料

専門の独立一部門を要請してきたが，その実現守み在い

まま現在にいたっているのは，きわめて遺憾とすべきで

ある。

1)本施設は，世界各地域の法律政治 ・経済関係の

資料文献K関し，その一部必要念ものは体系的K蒐集す

るが，すでK他の多くの機関にないて蒐集され，保存さ

れつつある現状Kかんがみ，それらの保有諸機関と密接
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K連絡協力し，全体としてとれを科学的に分類整理し， ともなって社会科学(法律学，政治学，経済学なよび歴

目録して保管する。日本K晶、ける官庁資料や私文書， ま 史学)vr:関する情報交換が国際的K広汎K行われてきて

たは実態調査の根本資料Kついても同様であって，との いるが，日本Kないては， ζれを組織的・恒常的に遂行

ようなドキュメンテーション作業は，総合的な社会科学 する責任ある機関を欠いているのが現状である。本研究

的地域研究を担当するわが国唯一の大学附置研としての 所は，かねてから UNESCO関係のとのような社会諸

本研究所の事業Kもっともふさわしく，かつ.必須のも 科学の国際文献目録(Internat ional Bibl iography 

のである。とれらのととは，日本の社会科学の発展その of Economics， International Bibl iography of 

ものKとって不可欠の条件であるから，本施設は，公開 Historical Sciences，etc.)を作成し，またその作成

利用に供さるべきであろう。vr:協力してきた実績をもっているので，本施設が新設さ

2) さらに，と<vr:戦後，社会科学の国際的交流と協 れるならば，とのよう念学問の国際的要請Kも有効的K

力とが学問の発達Kとって不可欠のものとなり，それK 応える乙とができるであろう。

東京大学社会科学研究所拡充改組年次計画及び新旧部門関係表

現行部門 名 拡充改組完成部門名
開 設 年 度

1967年度 1968年度 1969年度

研究部門 I 研究部門

0)本邦部門(6部門) (I)基礎研究部門(8部門)

本邦公法 (1946年) ノ4¥3、 法 @ 

本邦私法(1 951年) 私 法 @ 

パ士会法 @ 
本邦内政 (1946年) /政 1台 ⑮ 

0本邦経済産業 (1946年) ノ 農 業 ⑮ 
戸、、工業 @ 

本邦財政金融 (1949年) / 財政金融 @ 

0本邦社会調査(1950年)L 労 {f1J ⑮ 

(II)外国部 門(6部門) (n)地域研究部門(1 "部門)

世界政治 @ 

世界経済 ⑮ 

Oイギリス(1 946年) ヨーロッパ圏法律 ⑮ 

O フランス (1951年)てミ之、芳一 @ 

ヨーロッパ園経済第一(イギリス) @ 
O ドイツ (1965年).eそ ヨーロァパ閉経済第二(大 陸) ⑮ 

アメリカ圏法律 ⑮ 
戸

Oアメ リカ (1946年)
戸

~ アメ リカ圏 政治 ⑮ 
、
¥:、アメリカ圏経済 @ 
¥アメリカ圏社会 @ 

- -/.."社会主義圏法律 @ 

0'/ 連 (1949年)吐三毛Y 社会主義圏政治
議)

⑮ 

。中 国(1951年)<-' 社会主義圏経済第一(長中 ⑮ 

社会主義圏経済第二( 国) @ 

計 1 2部門 言十 22吉日門 17 4 

新 設 1 0 5 4 

振 替 B 8 

転 換 4 4 

E 客員部門(4部門) @ @ ⑨ 
⑨ 

言十 4部門 1 2 

皿附属研究施設

社会科学資料文献セン ター @ ⑮ @ 

計 l施設 1 

備考 ⑮・・・新設 ⑮一・・振替 @一転換 事-…整備
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